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実 施 年 度 2022年度（令和4年度） 

⑴ 行政手続のオンライン化の推進 【2025年度に200手続以上に拡大】 （現在の対応状況は別紙参照） 

⑵ 訪問業務や窓口業務でのタブレット端末の活用 

⑷ デジタル化による市役所業務の効率化 

一部の手続が既にオン
ライン化に対応済み 
(申請件数の多い手続等) 

2023年度（令和5年度） 2024年度（令和6年度） 2025年度（令和7年度） 

子育て、介護関係

の24手続でオンラ

イン化に対応 

庁内での調査をもとに、市民の負担軽減と利便性向上に資する手続について、

順次オンライン化に対応 

活用することで高い効果が見込まれる業務

を調査し、端末を配備する部署を選定 

訪問業務や窓口業務を中心に

高い効果が見込まれる部署か

ら実証的に配備 

効果の高い業務から本格導入し、対象部署を

順次拡大 

〇 過去の紙媒体で保管している公文書は、スキャニングできるものを電子化して管理 (2022年度～） 

〇 新たに発生する文書は、公文書管理・電子決裁システムにより電子データで管理 (2024年度～） 

〇 庁内の新たな情報共有のツールとして、自治体専用ビジネスチャットを導入 (2023年度～） 

〇 ＲＰＡ、ＡＩ－ＯＣＲなど業務効率化ツールの拡充 (2023年度～） 

⑶ デジタルデバイド（情報格差）対策 

スマートフォンの基本的な使い方を学ぶ、シニア向けスマホ教室を市内５か所で開催 (2022年度～） 

行政デジタル改革（ＤＸ） 主な取組のロードマップ 

情報システムの標準化・共通化  (2023年度～） 

別 紙 


